





Reflections on “Law and Family” from the Constitutional cases of 
the Supreme Court
―Including the Perspective of the Possible Use of  
Case Studies in Law-Related Education―
TSUBOI Ryuta
 In 1995 the Grand Bench of the Supreme Court decided that inheritance discrimination provisions 
between legitimate children and illegitimate children was constitutional. In 2013, however, it decided 
that the same provisions were unconstitutional. This paper examines the fact that the Supreme Court 
took a 180-degree shift in 18 years, and attempts to clarify the characteristics of the human rights 
provisions of the Japanese Constitution from the viewpoint of children’s human rights.
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　2013 年 9 月 4 日、最高裁判所は現行憲法の
下で、9 度目となる法令違憲の決定を下した（以
下、本決定）*1。民法 900 条 4 号但書の規定の内、
嫡出でない子の相続分を嫡出子の相続分の 2 分
の 1とする部分が憲法 14条 1項（法の下の平等）
に違反し無効であるとされた、いわゆる非嫡出
子（婚外子）相続分差別違憲最高裁決定 *2 で
ある。裁判官 14 人全員一致の決定であった *3。
　「2013 年は＜家族法＞の年」と本山が言うほ
どに *4、家族法関連の動向が注目された年で





選挙法 11 条 1 項 1 号を憲法違反とし、それを
受けて、5 月 27 日、改正公職選挙法が成立し、
7 月 21 日は成年被後見人が参議院選挙で投票
したこと、4 月 23 日、衆議院はハーグ条約（国
際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約）
の締結を承認、5 月 22 日、参議院も同条約締




いては、2 月 27 日、最高裁判所は東京と和歌
山の 2 事件を大法廷に回付、7 月 10 日には同
裁判所大法廷で両事件の弁論を開き、9 月 4 日、





































































　2001 年 7 月に死亡したＡの遺産につき、Ａ
の嫡出である子（その代襲相続人も含む）であ




　原審の東京高裁は *11、民法 900 条 4 号但書
の規定のうち、嫡出でない子の相続分を嫡出で







規定が憲法 14 条 1 項に反して無効であるとし
て特別抗告した。
　すでに述べたとおり、最高裁判所は 1995 年




下、2000 年判決）*12、2003 年 3 月 28 日第二
小法廷判決（以下、2003 年判決₁）*13、2003
年 3 月 31 日第一小法廷判決（以下、2003 年判
決₂）*14、2004 年 10 月 14 日第一小法廷判決
（以下、2004 年判決）*15、2009 年 9 月 30 日第






（2011 年 3 月 9 日）*17。
（2）	 判旨 *18
　破棄差戻し。
（ⅰ）憲法 14 条 1 項適合性の判断基準について
　本決定では、まず本件規定の憲法 14 条 1 項
への適合性を判断する基準として、次のように































14 条 1 項に違反する、ということである。
（ⅱ）本件規定の憲法 14 条 1 項適合性について
　「法律婚主義の下においても、嫡出子と嫡出
でない子の法定相続分をどのように定めるかと











が 4 点列挙される *20。
　第 1 点が、婚姻や家族の実態の変化、その在
り方に対する国民の意識の変化である。









































　「平成 7 年（1995 年）大法廷決定時点で（嫡
出でない子の、引用者注）差別が残されていた
主要国のうち、ドイツにおいては 1998 年 （平
成 10 年）の『非嫡出子の相続法上の平等化
に関する法律』により、フランスにおいては






















































































































て、本件規定は、遅くとも平成 13 年（2001 年）
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（傍点　引用者注）」とし、嫡出でない子の法定



















































































































































る根拠として憲法 14 条 1 項のみならず、憲法
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よっては変えることのできない
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とのできない












































法 3 条 1 項の規定を、合理的理由のない差別で

























　規定に従えば相続財産は嫡出子の 2 分の 1 と
なるが、それは「命の重みが半分」といわれ























































































































































年 3 月 31 日（本稿でいう 2003 年判決②）にお
ける泉徳治裁判官は反対意見の中で、「嫡出で
ない子」を用いていた。
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いる価値









*10 最大決 1995 年 7 月 5 日、民集 49 巻 7 号 1789
頁以下。
*11 東京高裁 2012 年 6 月 22 日決定、民集 67 巻 6
号 1352 頁以下。
*12 最判 2000 年 1 月 27 日、判時 1707 号 121 頁以下。
*13 最判 2003 年 3 月 28 日、判時 1820 号 62 頁以下。
*14 最判 2003 年 3 月 31 日、判時 1820 号 64 頁以下。
*15 最判 2004 年 10 月 14 日、判時 1884 号 40 頁以下。
*16 最判 2009 年 9 月 30 日、判時 2064 号 61 頁以下。









































判決を素材にして－」『広島法学』39 巻 4 号、
2016 年、p.28、大石和彦「判例研究　「非嫡出子」
の法定相続分を「嫡出子」の 2 分の 1 とする民
法 900 条 4 号ただし書前段の規定は、遅くとも
平成 13 年 7 月当時において、憲法 14 条 1 項に
違反していたとした事案」『筑波ロー・ジャー









































新聞 2013 年 9 月 5 日付、東京 14 版である。そ
のため毎日新聞の記述を主に参照した。
*34 産経新聞 2013 年 9 月 5 日、東京 15 版。
*35 前掲注 33 の毎日新聞に掲載。水野のこの見解
については、水野紀子「非嫡出子の相続分格差
をめぐる憲法論の対立」『法学セミナー』662 号、














学セミナー』2013 年 11 月号、pp.14-17。
*41 日本生殖補助医療標準化機関のガイドラインに
より、第三者の卵子提供は限定的に容認されて
いる。日本生殖補助医療標準化機関ホームペー
ジ、精子・卵子の提供による非配偶者間体外受
精に関する JISART ガイドラインより。
*42 久田邦明「若者組的共同体に注目」『AERA　
Mook　家族学のみかた。』朝日新聞社、1998 年。
*43 ここで想起したいのは、1995 年決定の後に発表
された石川（1997）の論評である。「民法とい
う基本法が、婚外子に非嫡出という烙印を押す
ことによって、人のアイデンティティを根こそ
ぎにし、その人の生き方から正当性を剥奪する
という手酷い手段を用いなければ、立法目的を
94
本当に実現できないものなのか」。石川健治『判
例時報』1540 号、1997 年、p.1553。
*44 個別意見に注目するということは、法廷意見（多
数意見）に対し、「アンチ」の姿勢があると言
うことであり、司法権という権力に対して、初
等・中等教育に携わる教員も、自由な立場で判
例の検討・考察を行うことが望ましいと考えて
いる。
